
01 ― 05

3 (2) A

3 (2) B

Ｈ２９

Ｈ３０

R1

３（２）A
３（２）B

45,970,687

44,874,193

【保護者への支援】
［道］私立高等学校等に在学する生徒の授業料及び授業料以外の教育に
必要な経費への助成
［民間］北海道高等学校奨学会が実施する私立高校に在学する生徒への
奨学金の貸付事業に必要な資金借入に対する利子補給及び損失補償

小項目（政策の方向性）

【特色ある私学教育の推進】
［道］私立学校等の管理運営に要する経費への助成、幼稚園教員の処遇
改善に要する経費への助成
［民間］北海道私立学校振興基金協会が実施する私立学校等への貸付事
業に必要な資金借入に対する利子補給及び損失補償

令和元年度　基本評価調書

 Ｐｌａｎ　（目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１）

施策目標

・特色ある教育活動を展開する私立学校等の教育条件の維持、生徒等の修学上の経済的負担
の軽減などを図るため、私立学校などへの支援を行う。
・学校の管理運営に対する助成等を通じて公私間格差の拡大を防ぎ、その縮小を図るよう努める
とともに、学校経営の健全性が高まるよう、引き続き私立学校への助成を行う。
・経済的理由により子どもたちの修学が困難になることがないよう、保護者への支援措置の充実
に引き続き取り組む。

・人口減少やグローバル化が急速に進行する中で、ふるさとに誇りを持ち、地域や産業を支え
る人材とともに、国際的な分野で活躍できる人材の育成が必要となっている。
・少子化の進行に伴い、私立学校を取り巻く経営環境は厳しさを増しており、安定した学校経営
の下で、道民に幅広い教育の選択機会を提供し、本道教育の質の向上に資することができるよ
う、私立学校や保護者への支援が必要である。
・近年の厳しい経済状況下にあっては、保護者の失業、失職などにより、子どもたちの修学機
会が奪われることがないよう、保護者への支援が必要である。

北海道の未来を拓く人材の育成

施 策 名
照   会   先

総務部所 管 部 局

法務・法人局学事課

A1212、A2417

私立学校等への支援

北海道
強靱化計画

総合計画の指標

施策コード作成責任者 総務部長　佐藤　敏

中項目（政策の柱）

人・地域

人・地域

知事公約 C0036

３（２）A
３（２）B

政
策
体
系

北海道総合教育大綱、北海道教育推進計画（第五次北海道教育長期総合計画）

学事課企画幼稚園G
（内22-510）

ふるさとへの誇りと愛着を育み、これからの北海道を担う人づくり -

北海道の未来を拓く人材の育成 グローバル化に対応した世界で活躍できる多様な人材の育成 -

役割等

【学校施設の耐震化促進】
［道］私立学校等の耐震診断に係る補助、幼稚園等の耐震化に係る補助、
私立学校等の耐震補強工事に係る補助
［国］高等学校等の耐震化・設備に係る補助

政策体系役割等 施策の予算額

関　係　課

【総合計画等の位置づけ】

大項目（分野）

B1113
北海道創生
総合戦略

特定分野別
計画等

現状と
課題

３（２）A
３（２）B

政策体系

１　目標等の設定

施策の
推進体制
（役割・取組等）

26,865,640



３（２）A
３（２）B

【特色ある私学教育の推進】
○私立学校等の管理運営に要する経費の一部を助成する。
○私立幼稚園教員の処遇改善に要する経費の一部を助成する。 ３（２）A

３（２）B

【学校施設の耐震化促進】
○学校法人等が行う私立学校施設の耐震診断に係る経費の一部を助成する。
○幼保連携型認定こども園及び５年以内に認定こども園に移行予定の私立幼稚園が行う
園舎の耐震化に係る経費の一部を助成する。
○学校法人等が行う私立学校施設の耐震補強工事に係る経費の一部を助成する。

私立幼稚園等管理運営対策費
補助金（交付税＋国庫補助）

私学関連経費は、少子化の進展や毎年度の国の施策動向なども踏まえながら、
引き続き助成水準を検討するとともに、補助制度の拡充や財源措置の拡充を国
へ要望し、道費負担の縮減を図ること。

私学関連経費は、少子化の進展や毎年度の国の施策動向などを踏まえなが
ら、関連経費全体で助成水準を検討し、適切な対応に努めている。また、国
への要望は、平成３０年７月１７日に実施しており、引き続き働きかけてまい
る。

施策

事務事業

事務事業名

前年度付加意見

【保護者への支援】
○経済的理由により修学困難な生徒に対し授業料の軽減を行った学校法人に対して助
成する。
○私立高校生等のいる世帯に対し、授業料相当額を助成することにより、世帯の教育費
負担を軽減する。
○年収250万円未満程度の世帯に対し、授業料以外の教育に必要な経費に係る給付金
を支給し、世帯の教育費負担を軽減する。

今年度の取組

＜意見区分；　施策目標の達成状況・事務事業の有効性＞

＜事務事業評価 意見区分；　前年度評価結果への対応など＞

今年度の
取組

各部局の対応（平成31年3月時点）

私立幼稚園等管理運営対策費
補助金（道単分）

私立高等学校管理運営対策費
補助金（交付税＋国庫補助）

国庫補助対象となっているのは、２名以上の心身障がい児が就園している幼稚
園であるため、引き続き補助対象の拡大を国に対して要望すること。

私学関連経費は、少子化の進展や毎年度の国の施策動向なども踏まえながら、
引き続き助成水準を検討するとともに、補助制度の拡充や財源措置の拡充を国
へ要望し、道費負担の縮減を図ること。

前年度付加意見 各部局の対応（H31年3月末時点）

国への要望は、平成３０年７月１７日に実施しており 、引き続き働きかけてま
いる。

私学関連経費は、少子化の進展や毎年度の国の施策動向などを踏まえなが
ら、関連経費全体で助成水準を検討し、適切な対応に努めている。また、国
への要望は、平成３０年７月１７日に実施しており、引き続き働きかけてまい
る。

事務事業
0803

今年度の取組

前年度付加意見への対応状況（平成31年3月末時点）

政策体系 政策体系

３（２）A
３（２）B

事務事業
整理番号

事務事業名

事務事業
整理番号

0802

0805



 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　　施策評価
１－２　取組の結果

（２）その他の取組の成果等

国等要望・
提案状況

令和元年７月２９日～３０日に国の文教施策及び予算に関する提案・要望を実施。私立学校等
に対する施策及び財源措置の拡充を要望済み。
（昨年度は７月１７日～１８日に実施。）

施策に
関する

道民ニーズ

C0036

３（２）A
３（２）B

【学校施設の耐震化促進】

私立高等学校等管理運営対策費補助金（耐震診断事業）：㉚９棟（㉙３棟）
私立高等学校等管理運営対策費補助金（耐震化支援事業）：㉚３棟
学事宗務諸費（幼稚園等耐震化促進事業）：㉚幼稚園等０園（㉙幼稚園等１園）

A2417 B1113 C0036

（１）取組の実績と成果

政策体系 実績と成果等
関連する計画等

備　考北海道
創生総合戦略

北海道
強靱化計画

知事公約

３（２）A
３（２）B

【特色ある私学教育の推進】

○私立学校等管理運営対策費補助金：㉚高等学校５１校、中学校１５校、小学校３校、幼稚園等４５０園
（㉙高等学校５１校、中学校１５校、小学校３校、幼稚園等４５１園）

A2417 C0036

３（２）A
３（２）B

【保護者への支援】

○私立高等学校等授業料軽減補助金：㉚高等学校５１校、専修学校５校、特別支援学校１校
（㉙高等学校５１校、専修学校６校、特別支援学校１校）

○私立高等学校等就学支援事業費（奨学のための給付金）
給付額の増額（生活保護受給世帯以外の第１子の高校生等がいる世帯（全日制））：①年額９８，５００円（㉚年額８９，０００
円）

○私立高等学校等生徒奨学事業：㉚２，０３３人　（㉙２，３８４人）

Ａ1212
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 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　施策評価

（１）施策間・部局間の連携 （１）施策間・部局間の連携

２－２　連携の取組状況

取組の実績と成果

平成３０年度は、研修及び意見交換会等を計２０回実施した。
幅広い知識や体験を得ることができ、幼稚園教員の質の向上等が図られた。

JETプログラムを活用した私立高等学校等管理運営対策費補助金の特別分
の補助メニューを実施した。

３（２）A

幼児教育の推進体制の構築に向けた取組の充実（研修一元化に向けた
既存研修内容面に係る協議、研修参加者拡大及び事業活用勧奨、幼児
教育の充実に向けた気運醸成等を目的とした「幼児教育を語る会」の実
施、幼児教育施設の要請に応じ幼児教育相談員の派遣、幼児教育に関す
る情報提供の充実（HP）、幼小の円滑な接続に向けた課題整理・検証等）

３（２）B

総合政策部国際局国際課

1109 教育庁担当課

2101 道警担当課

環境生活部道民生活課

0404

総合政策部と連携し、ＪＥＴプログラムを活用したグローバル人材の育成に
向けた取組を推進。

0212

0213 総合政策部政策局総合教育推進室

0311

保健福祉部子ども子育て支援課

保健福祉部子ども子育て支援課
　「北海道いじめ問題対策連絡協議会」や「地域いじめ問題等対策連絡協
議会」において、道、道教委、道警、児童相談所等の関係機関と連携し、い
じめの防止等のための対策について協議を行っている。

-

２　連携の状況　　　　　　　　　　　

令和元年度　基本評価調書 施　策　名

 Ｐｌａｎ　（目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１）

政策体系
関係部・関係課施策コード

私立学校等への支援 施策コード

連携内容
連携先

1104

0403

教育庁総務政策局教育政策課

各種会議等において、道教委、道警、児童相談所等の関連機関と協議を行
いながら、問題解決に向けた情報共有と連携を図っている。



（２）地域・民間との連携・協働 ２-２（２）地域・民間との連携･協働

取組の実績と成果連携内容 連携先
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 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　施策評価
３　成果指標の設定 ３－２　成果指標の達成度合

●　達成度合について

達成度合 A B C D -

直近の成果指標
の達成率

100%以上　
90%以上
100%未満

80%以上
90%未満

80%未満 算定不可

目 標 値 100 100 100

実 績 値 100 0 0

達成率 100.0% 0 0.0%

達成度合 A 評価年度 H30
達成度合の分析　ほか

各私立高等学校の特色ある教育の実施
状況に応じて特別分補助が行われてお
り、教育条件の維持、向上、保護者負担
の軽減や経営の健全化が図られている。

年    度 H30 R1 進捗率

目 標 値 100 100 100

実 績 値 100 0

増減方向

3(2)A
3(2)B

維持 (実績値／目標値)×100

基準年度 - R1

0

達成率 100.0% 0 0.0%

達成度合 A 評価年度 H30
達成度合の分析　ほか

各幼稚園の特色ある教育の実施状況に
応じて特別分補助が行われており、教育
条件の維持、向上、保護者負担の軽減
や経営の健全化が図られている。

年    度 H30 R1 進捗率

● 本施策に成果指標を設定できない理由

政策体系
〔指標の説明〕
特色教育の実施による特別分補助の助成率
( 実施園／助成対象園 )

根拠計画 達成率の算式

他② 指標名 目 標 の 基 準 今 年 度 の 目 標 最 終 目 標

特色ある私学教育の推進のため
の助成率（幼稚園）

基準年度 - 年度 R1 最終年度

基 準 値 - 100 最終目標値 -

-

目標値

令和元年度　基本評価調書 施　策　名 私立学校等への支援

 Ｐｌａｎ　（目標管理型行政運営システム実施要領 別紙様式１）

他① 指標名

〔指標の説明〕
特色教育の実施による特別分補助の助成率
( 実施校／助成対象校 )

達成率の算式増減方向

維持

政策体系

(実績値／目標値)×100
3(2)A
3(2)B

（H:平成、R:令和、大文字は年度、小文字は暦年）

最終年度 -

基 準 値 - 100 最終目標値 -目標値

年度

目 標 の 基 準 今 年 度 の 目 標 最 終 目 標

特色ある私学教育の推進のため
の助成率（高校）

根拠計画

施策コード



施策名 施策コード 01 ― 05

Ｐｌａｎ

0801
3(2)A
3(2)B

学事課総合調整等業務 学事課 0 0 3.0 0.0 3.0 23,910

0802
3(2)A
3(2)B

私立幼稚園等管理運営対策費補助
金（道単分）

学事課 56,839 56,839 0.3 0.0 0.3 59,230

0803
3(2)A
3(2)B

私立幼稚園等管理運営対策費補助
金（交付税＋国庫補助）

学事課 3,625,972 2,536,740 0.3 0.0 0.3 3,628,363

0804
3(2)A
3(2)B

私立高等学校管理運営対策費補助
金（道単分）

学事課 177,464 177,464 0.4 0.0 0.4 180,652

0805
3(2)A
3(2)B

私立高等学校管理運営対策費補助
金（交付税＋国庫補助）

学事課 10,560,987 8,870,157 0.1 0.0 0.1 10,561,784

0806
3(2)A
3(2)B

私立高等学校管理運営対策費補助
金（過疎区域対策費）（道単分）

学事課 302,182 302,182 0.1 0.0 0.1 302,979

0807
3(2)A
3(2)B

私立高等学校管理運営対策費補助
金（過疎区域対策費）（国庫補助）

学事課 86,459 0 0.1 0.0 0.1 87,256

0808
3(2)A
3(2)B

私立高等学校管理運営対策費補助
金（狭域通信費）

学事課 67,357 52,703 0.1 0.0 0.1 68,154私立高校の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成

私立高校の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成

私立高校の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成

私立高校の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成

私立高校の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成

うち
一般財源

前年度から
の繰越事業
費（千円）

執行体制

人工計出先 機関本庁

フル
コスト

（千円）

私立学校等への支援

 (目標管理型行政運営システム実施要領別紙様式1）

４　事務事業の設定

整理番号
課・局
室名

事務事業名
政策
体系

令和元年度　基本評価調書

事務事業概要

北海道私立学校審議会関係事務、私立学校等への調査統計事務及び国費要望又は関
係団体等への対外的調整事務

私立幼稚園等の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成

私立幼稚園等の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成

R元年度

事業費
（千円）



0809
3(2)A
3(2)B

私立中学校管理運営対策費補助金 学事課 954,434 812,663 0.1 0.0 0.1 955,231

0810
3(2)A
3(2)B

私立小学校管理運営対策費補助金 学事課 47,450 40,615 0.0 0.0 0.0 47,450

0811
3(2)A
3(2)B

私立専修学校等管理運営対策費補
助金

学事課 600,535 600,535 0.3 0.0 0.3 602,926

0812
3(2)A
3(2)B

私立学校特別支援教育対策費補助
金

学事課 107,993 107,993 0.1 0.0 0.1 108,790

0813
3(2)A
3(2)B

私立学校施設耐震診断事業費補助
金

学事課 3,000 1,500 0.1 0.0 0.1 3,797

0814
3(2)A
3(2)B

私立学校施設耐震化支援事業費補
助金

学事課 62,498 4,498 0.1 0.0 0.1 63,295

0815
3(2)A
3(2)B

日本私立学校振興・共済事業団補助
金

学事課 151,923 151,923 0.1 0.0 0.1 152,720

0816
3(2)A
3(2)B

新設大学整備費補助金 学事課 147,048 147,048 0.1 0.0 0.1 147,845

0817
3(2)A
3(2)B

私立学校教職員退職手当資金給付
事業費補助金（幼稚園協会）

学事課 332,461 332,461 0.1 0.0 0.1 333,258

0818
3(2)A
3(2)B

私立学校教職員退職手当資金給付
事業費補助金（退職金社団）

学事課 229,577 229,577 0.1 0.0 0.1 230,374

私立小学校の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成

私立中学校の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成

団体が行う退職手当給付事業に対する助成

団体が行う退職手当給付事業に対する助成

地域が主体となった大学の開設に要する経費に対し助成

団体が行う年金給付事業に対する助成

私立学校等の耐震補強工事に要する経費の一部を助成

私立学校等の耐震診断に要する経費の一部を助成

私立特別支援学校の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成

私立専修学校等の管理運営に要する経費のうち、教職員給与等の一部を助成



0819
3(2)A
3(2)B

私立学校教職員退職手当資金給付
事業費補助金（専各連）

学事課 28,576 28,576 0.1 0.0 0.1 29,373

0820
3(2)A
3(2)B

私立高等学校経営安定資金貸付金 学事課 23,802 23,802 0.1 0.0 0.1 24,599

0821
3(2)A
3(2)B

北海道私学振興基金協会貸付金 学事課 1,286 1,286 0.1 0.0 0.1 2,083

0822
3(2)A
3(2)B

私立高等学校等授業料軽減補助金 学事課 686,479 651,420 0.6 0.0 0.6 691,261

0823
3(2)A
3(2)B

私立高等学校等生徒奨学事業費（貸
付金）

学事課 0 0 0.1 0.0 0.1 797

0824
3(2)A
3(2)B

私立高等学校等生徒奨学事業費（補
助金）

学事課 165,233 165,233 0.1 0.0 0.1 166,030

0825
3(2)A
3(2)B

国庫補助事業等に関する事務（小・
中・高校・専修・各種）

学事課 0 0 0.3 0.0 0.3 2,391

0826
3(2)A
3(2)B

私立高等学校等就学支援事業費 学事課 7,629,194 362,374 1.1 0.0 1.1 7,637,961

0827
3(2)A
3(2)B

私立学校被災生徒等就学支援事業
費

学事課 7,930 2,318 0.1 0.0 0.1 8,727

0828
3(2)A
3(2)B

学校法人等及び私立学校の認可、
届出及び証明等に関する事務

学事課 0 0 2.9 1.4 4.3 34,271

0829
3(2)A
3(2)B

学校法人等への指導に関する事務 学事課 0 0 2.9 0.0 2.9 23,113
法令に基づく各種指導・助言、指導検査の実施、事故対応や苦情等及び経営状況の把
握、それに係る指導などの事務

私立学校法及び学校教育法に基づく各種認可・届出及びその他法令に基づく証明等に
係る事務（公私間定員調整事務含む）

東日本大震災及び北海道胆振東部地震で被災した生徒等に対し、授業料減免を行った
道内私立学校を運営する学校設置者への助成等

私立高校生等に対し教育費負担の軽減として助成

私立学校（小中高専各）の施設整備等に係る補助申請、交付事務

(財)北海道高等学校奨学会が行う奨学金事業に対する助成

道内の高校等に在学する生徒のうち、経済的理由により修学困難な者、また、道内私立
高校の生徒のうち、同様の理由により入学が困難な者に対する、学資金及び入学金の貸
付

道内私立高校を運営する学校法人及び専修学校高等課程を設置する学校法人が、経済
的理由により、修学困難な生徒に対し授業料の軽減を行った場合、当該学校法人に対し
助成。また、国の新たな実証事業を活用した児童生徒に対する授業料負担軽減のための
助成等

(公社)北海道私学振興基金協会が行う施設整備事業に対する原資の一部貸付

（公社）北海道私学振興基金協会が行う私立高校への経営資金貸付事業に対する原資
の無利子貸付

団体が行う退職手当給付事業に対する助成



0830
3(2)A
3(2)B

学事宗務諸費 学事課 761,483 2,836 4.5 4.3 8.8 831,619

0831
3(2)A
3(2)B

学事宗務諸費 学事課 47,271 22,800 0.5 0.0 0.5 51,256

0832
3(2)A
3(2)B

総務管理諸費(表彰(教育関係功労)) 学事課 207 207 0.1 0.0 0.1 1,004

0 26,865,640 15,685,750 19.0 5.7 24.7

社会貢献賞等に関する表彰事務全般

道内私立専門学校を運営する学校法人が、経済的理由により、修学困難な生徒に対し
授業料の軽減を行った場合、当該学校法人に対し助成及び国との委託契約に関する事
務

課内の庶務に関する事務全般、私立幼稚園施設整備補助金等に関する申請等事務及
び宗教法人に関する事務並びに高等教育の無償化の円滑な導入を図るための準備事務

計



―

(1)成果指標の分析

A・B指標
のみ

計
2 0 0 0 0

-

-

-

-

A・B指標
のみ

〈特色ある私学教育の推進のための助成率（高校）【A】〉〈特色ある私立教育の推進のための助成率（幼稚園）【A】〉
　各私立高等学校及び幼稚園の特色教育の実施状況に応じて特別分補助が行われており、教育条件の維持、向上、保護者負担の軽
減や経営の健全化が図られている。

-

３（２）A
３（２）B

2

令和元年度　基本評価調書 施　策　名 私立学校等への支援 施策コード 01 05

-

100%以上　
90%以上
100%未満

80%以上
90%未満

80%未満 算定不可

 Ｄｏ & Ｃｈｅｃｋ　　　施策評価　一次政策評価結果（各部局等による評価）　
5  一次政策評価結果と翌年度に向けた対応方針等

政策体系

達成度合の集計

判定 成果指標の分析A B C D



(2)取組の分析

1

2

3

判　　　　　定
（基準１が「○」で、かつ基準２～４のうち１つ以上に「○」がある→a、それ以外→ｂ） a

4

施策の推進に当たり、他の施策・部局との連
携による成果を確認できるか

○ 幼児教育の推進やグルーバル人材の育成などに係る施策の推進に向け、関係施策や部局間での連携した成果が確認できる。

施策の推進に当たり、地域・民間との連携･
協働による成果を確認できるか

施策の推進に当たり、国等に要望・提案を行
い、実現に向けて進捗しているか

○ 私立学校等に対する施策及び財源措置の拡充等、国の文教施策や予算に関する提案・要望を実施しており、実現に向けて状況の進捗が認められる。

道民からのニーズを的確に把握し、施策推
進に役立てているか

計画した取組を着実に進め、かつ社会情勢
や道民の要請等を踏まえた課題等に対応し
ているか

○ 私立学校等への支援については、社会情勢や道民の要請等を踏まえた課題に対応し、課題解決に向け、取組を着実に進めているところ。

基準２～４
（施策の推進に当たり取組が認められる）

取組がある
（○あり→取組がある）

取組があるとする理由

基準1
（施策の推進に当たり対応すべきもの）

対応している
（○あり→対応している）

対応しているとする理由



(3)総合評価と対応方針等

0802 私立幼稚園等管理運営対策費補助金（道単分）
国庫補助対象となっているのは、２名以上の心身障がい児が就園している幼稚園であるた
め、引き続き補助対象の拡大を国に対して要望すること。

国への要望は、令和元年7月29日～30日に実施済みであり、引き続き、働きかけてまいる。

0805
私立高等学校管理運営対策費補助金（交付税＋国庫
補助）

私学関連経費は、少子化の進展や毎年度の国の施策動向なども踏まえながら、引き続き助
成水準を検討するとともに、補助制度の拡充や財源措置の拡充を国へ要望し、道費負担の
縮減を図ること。

前年度付加意見への対応状況（事務事業）
事務事業
整理番号 事務事業名 前年度付加意見 各部局の対応（評価時点）

0803
私立幼稚園等管理運営対策費補助金（交付税＋国庫
補助）

私学関連経費は、少子化の進展や毎年度の国の施策動向なども踏まえながら、引き続き助
成水準を検討するとともに、補助制度の拡充や財源措置の拡充を国へ要望し、道費負担の
縮減を図ること。

私学関連経費は、国の施策動向などを踏まえながら、関連経費全体で助成水準を検討し、
適切な対応に努めており、国への要望は、令和元年7月29日～30日に実施済みであり、引
き続き、働きかけてまいる。

②
３（２）A
３（２）B

私立学校等の耐震化が一層促進されるよう、引き続き、施設整備に対する取組を検討・実施していく。

A2417 B1113 C0036

北海道創生
総合戦略

北海道
強靱化計画

知事公約

①
３（２）A
３（２）B

特色ある私立教育の推進のため、引き続き、私立学校等の管理運営に対する助成や保護者への支援等を検討・実施し
ていく。

A2417
Ａ1212

対応方針
番号

政策体系 内　　　　容 方向性
事務事業
整理番号

事務事業名

C0036

A・B指標のみ a 概ね順調に展開

対応方針 関連する事務事業 関連する計画等

成果指標の分析 取組の分析
総合評価

判定(計） 判定



施　策　名 施策コード

＜意見区分；　施策目標の達成状況・事務事業の有効性＞

＜事務事業評価 意見区分；　前年度評価結果への対応など＞

Ⅱ 0803
私立幼稚園等管理運営対策費補助金（交
付税＋国庫補助）

私学関連経費は、少子化の進展や毎年度の国の施策動向なども踏まえながら、引き続き助成水準を検討するとともに、補助制
度の拡充や財源措置の拡充を国へ要望し、道費負担の縮減を図ること。

Ⅲ 0805
私立高等学校管理運営対策費補助金（交
付税＋国庫補助）

私学関連経費は、少子化の進展や毎年度の国の施策動向なども踏まえながら、引き続き助成水準を検討するとともに、補助制
度の拡充や財源措置の拡充を国へ要望し、道費負担の縮減を図ること。

付加意見

事務事業

Ⅰ 0802
私立幼稚園等管理運営対策費補助金（道
単分）

国庫補助対象となっているのは、２名以上の心身障がい児が就園している幼稚園であるため、引き続き補助対象の拡大を国に
対して要望すること。

Ⅳ 0822 私立高等学校等授業料軽減補助金 国の就学支援金の拡充に伴い、本事業については、廃止を前提とした抜本的な見直しを検討すること。

対応方針
番号

事務事業
整理番号

事務事業名

施策

事務事業

 Ｃｈｅｃｋ　　施策評価・事務事業評価　二次政策評価結果（知事による評価）

６　二次政策評価結果（知事による評価）

対応方針
番号

事務事業
整理番号

事務事業名 付加意見

令和元年度　基本評価調書 私立学校等への支援 01 ― 05



01 ― 05

対応方針
番号

①

②

対応方針
番号

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

（３）事務事業への反映状況

 Ａｃｔｉｏｎ　　施策・事務事業評価

令和元年度　基本評価調書 施　策　名 私立学校等への支援 施策コード

７　評価結果の反映

（１）一次評価結果への対応

対応 事務事業

＜新たな取組等＞
国の耐震化補助事業とともに、道による耐震診断及び耐震化支援に係る補助事業を実施していくことで、私立学校等の施設整備に対する取組を支援していく。

＜新たな取組等＞
私立学校等管理運営対策費補助金の助成単価を拡充し、経営の健全化と生徒等の就学上の経済的負担の軽減を図るとともに、特色のある教育活動が一層促進される
よう、引き続私立学校等に対する支援を実施していく。
また、国の就学支援制度と併せて、授業料の軽減を行った学校法人に対し助成する｢私立高等学校等授業料軽減補助金｣や、年収270万円未満の世帯に対し学用品費等
として支給する「私立学校等就学支援事業費（奨学のための給付金）」など、引き続き保護者への支援を実施していく。

拡充：私立学校等管理運営対策費補助金
拡充：私立高等学校等授業料軽減補助金
拡充：私立高等学校等修学支援事業費（奨学の
ための給付金）

（２）二次評価結果への対応(付加意見への対応状況）

＜事務事業評価 意見区分；　前年度評価結果への対応など＞
事務事業
整理番号

事務事業名 各部局の対応（令和２年３月時点）

事務事業

0802 私立幼稚園等管理運営対策費補助金（道単分） 国への要望は、令和元年7月29日～30日に実施しており、引き続き、働きかけてまいる。

0822

0803
私立幼稚園等管理運営対策費補助金（交付税＋国庫補
助）

0805
私立高等学校管理運営対策費補助金（交付税＋国庫補
助）

私立高等学校等授業料軽減補助金
令和２年度の国の就学支援金の拡充に伴い、補助対象世帯の拡充や保護者負担の一層の軽減など、制度の抜本的な見直しを行っ
た。

私学関連経費は、国の施策動向などを踏まえながら、関連経費全体で助成水準を検討し、適切な対応に努めている。また、国への要
望は、令和元年7月29日～30日に実施しており、引き続き、働きかけてまいる。

私学関連経費は、国の施策動向などを踏まえながら、関連経費全体で助成水準を検討し、適切な対応に努めており、国への要望は、
令和元年7月29日～30日に実施済みであり、引き続き、働きかけてまいる。

次年度新規事業
（予定）

方　向　性 拡　　充 改　　善 縮　　小 統　　合 廃　　止 終　　了 合　　　計

0
反 映 結 果

整理番号 事務事業名
一次政策評価に

おける方向性(再掲)
次年度の方向性

（反映結果）


